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研究成果の概要（和文）：カンボジア王国の小学校体育の普及政策の実行可能性を調査し、課題群の構造化分析
を行った結果、「実務者にとって曖昧模糊な旧制度に依存した運営」が足枷になっていることが判明した。その
後の研究で以下の4点を明らかにした。
1.旧宗主国の介入によって、体操教育の普及施策が形成され、現行の学校体育制度に引き継がれていた。2.カン
ボジアのスポーツ黄金期と称される時代に体育制度が構築されたものの、他教科と分断された。3.共産圏でスポ
ーツ科学者育成に傾倒したことで体育科教育人材の空洞化が進んだ。4,過去の体育育普及では外的影響を受けて
内部者が内発的に開発していた。以上の研究成果をカンボジア教育省と共有した。

研究成果の概要（英文）：This research to unravel the historical circumstances of Cambodian PE 
policy, and found 4 key result.
1.Modern education and prevalence mechanism were formed by suzerain state and taken over to the 
existing school education system, 2.The administrative system was established at the time called 
Cambodian sports golden age, but it clarified that it was separated from other subjects, 3.There 
were a large systematic change in this era, but the PE was followed the previous education 
mechanism, but influence from other related nations to develop Cambodian PE.
4.From ”the influence of external involvement in the PE diffusion and the role of the insider” 
based on the consideration of old and new system, it was concluded that Primary school PE 
dissemination must share the original PE development mechanism, spontaneously study new PE from 
outside to cultivate human resources, and necessary to develop a system that aligns with other 
educational development.

研究分野： 体育史、体育科教育学、政策学

キーワード： 普及ロジックの解明　産業開発途上国の体育事情　教育支援の土着化　体育の独自的発展形成　開発人
類学的考察　体育科教育の変遷・史実　 土着文化と教育制度の関係性　文化に基づく教育制度
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

1. 研究開始当初の背景 
(1) 万人のための教育, EFA（2000 年 4 月）
と国連ミレニアム開発目標, MDGs（2000 年
9 月） 
国連関連組織によって主催された「世界教

育フォーラム」では、「ダカール行動枠組み」
が採択されている。特に本研究では、目標 2
「無償で良質な初等教育の保障」、目標 5「教
育における男女平等の達成」、目標 6「教育の
全側面における質の改善」との関連性が深く、
1) 無償で良質な体育科教育を男女平等に保
障することが目標とされていた。また、2000 
年 9 月の国連ミレニアム・サミットで採択さ
れた「ミレニアム開発目標」（MDGs）の内、
特に目標 2「普遍的初等教育の達成」との関
連性も深く、2) 2015 年までに全ての子ども
が男女の区別なく初等教育の体育課程を修
了することが目標とされていた。 
 
(2) スポーツと体育の国際年 2005（2003 年
11 月 3 日 国連総会決議第 58/5 号） 
国連は、国際機関による「体育科教育の現

状分析」や「スポーツによる効果的な課題解
決」等の報告を受けて、文化的・民族的な溝
を埋め、人々の生活の質を改善する「スポー
ツの力」に焦点を当てた「スポーツと体育の
国際年」を設置した。政府や開発機関を動員
してコミュニティの生活改善を果たすスポ
ーツの特性を効果的に使用し、あらゆるコミ
ュニティに暮らす人々の生活を変え、世界を
より良く、安全で暮らしやすい場所に改善す
ることが目的とされた。特に貧困、病気、紛
争の中で暮らす子どもたちを対象とした組
織的なスポーツ事業を推進し、体育科教育の
減退を改善することなどが目的とされた。 
 
(3) 大学発・知の ODA〜知的国際貢献に向け
て（平成 18 年 8 月国際教育協力懇談会）： 
文部科学省は、大臣の私的懇談会等を通じ

て国際開発協力において教育関係者が果た
す役割や具体的な参画のあり方等を繰り返
し議題していた。特に高等教育については、
近年、欧米諸国の多くの大学がアジア地域に
海外分校の設置や留学プログラムの整備と
いった取組を積極的に展開しつつ学術分野
における支援を展開した。しかし、アジア地
域から域外へ留学する学生が後を絶たず、危
機感を高めており、アジア地域との連携・交
流を重視し、相互互換的な成長を求める大学
及び研究者が限定的であった。 
 
(4) 官民連携によるカンボジア体育支援事業
（2006 年 02 月～2012 年 6 月 JICA 第 3 
号事業） 
カンボジア教育省は 2004 年の内閣改造で

「学校体育スポーツ局」を新設し、「新体育・
スポーツ開発戦略」（2005）を打ち出した。
そこでは小学校を起点とした学校体育の本
格的な導入が主軸に据えられていたものの、
現代体育を知る人材や情報が欠落し、体育科

の導入に向けた支援の獲得が望まれた。そん
な折、日本の支援として官学民共同参画によ
る体育科教育支援事業として「指導要領、指
導書案作成」（2006-2009）、「普及基盤整備」
（2010-2012）が実現し、現在も NGO を中
心に「持続可能な普及制度の確立」（2013- 
2015）を目指す継続的な支援準備が進められ
ていた。しかし、未だ技術支援に限定され、
学術的な検討は行われていなかった。 
 
(5) カンボジア王国小学校体育科教育の普及
施策の課題と展望 (2012-2013 年 全国教育
会議報告書) 

2012 年当時のカンボジア王国では、6,910
の小学校(EMIS 2012-2013)における体育授
業の全国的な普及に向けた取り組みがスポ
ーツ政策 2009-2013 によって推進されてい
た。しかし、行財政制度を含む多くの点で課
題が生じ、計画の多くが遅延し、教科体育に
かかる振興計画も例外ではなかった。 
年次開催で全国教育会議が開催され、「体

育スポーツ分科会」で体育・スポーツ開発に
ついての意見が交換され、報告書に取りまと
められているものの、実践的な課題解決の検
討に留まり、毎年、類似した課題が浮上して
いた。 
 
２．研究の目的 
(1) EFA および MDGs の達成 

良質な体育科教育と普遍的な教科体育の
達成を検討するに当たり、日本最大の援助提
供国であるカンボジア王国の体育普及に関
する実践的研究を行うことを目的とした。 
 
(2) 地域的な課題を考慮した体育開発 

「スポーツと体育の国際年 2005」の検討
を深め、世界ではなく Case study として、
One nation（カンボジア王国）に焦点化した
研究を行うことを目的とした。 
 
(3) 日本の知的国際貢献に向けた取り組み 

文部科学省が求める「日本の大学による開
発途上地域への積極的な知的国際貢献」を踏
まえ、実践研究を行い、現場へ生日を還元す
ることを目標とした。 
 
(4) 官民学連携の可能性追及 
 研究者の国際貢献を実践するに当たり、体
育科教育の開発支援に留まらず、導入された
制度に関する学術的考察を深め、普及ロジッ
クと普及課題を解明することを目的とした。 
 
(5) 現地の抱える課題へのアプローチ 

実践的検討に留まり、体育開発の停滞する
カンボジア教育省が必要とした「科学的検証
に基づく普及メカニズムの分析」を行うこと
を目的とした。 
 
以上 5 点の目的を達成するための基盤研究

として、カンボジア王国の小学校体育科教育



普及メカニズムを調査し、発展形成の模式を
作成することで、今後の産業開発途上国にお
ける体育普及研究に一石を投じたい。 

 
３．研究の方法 
以上の目的を達成するために、以下に記す

研究方法論を用いた。 
まず、Logic framework approach を通じ

て、カンボジア王国の初等体育科教育の普及
に係る中心的な課題を特定した。次に、その
課題が生じた根拠と解決策を解明すべく、文
献収集, 参与観察, インタビュー調査によっ
て調査データを収集した。その後、グラウン
デッドセオリーを通じて調査データを分析
し、結論を導き出した。 
主な検討項目は以下の通りである。 

① 小学校体育普及メカニズムの独自性検証 
② 体育と他教科の行財政制度の差異検証 
③ 内戦後の教科別普及施策の相違性検証 
④ 普及施策の外部関与と内発性の考察 
 
４．研究成果 
○小学校体育普及メカニズムの検証 
まず、利害関係者からの聞き取り調査を行

い、簡易ロジックモデルを作成して、課題群
の構造化分析を行った。 

 
表 1: Logic model of PE development 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典: インタビューデータを元に筆者作成） 

 
その結果、「実務者にとって曖昧模糊な旧

制度に依存した運営」と「その曖昧さによる
普及施策の足枷」が判明した。 
研究開始以前には、課題群の構造分析結果

を下に主要課題を特定し、その課題を中心に
普及メカニズムの「実行可能性に関する科学
的検証」（セオリー評価）や「裨益者の声を
反映した実証研究」（インパクト評価）を行
う予定であったが、当初予定していた研究の
方向性を転換することとした。 
以上の検討からその後の研究では、研究方

法論で示した 4 点を中心に考察し、歴史的な
経緯を紐解き、その発展構造と制度・体制を
明確化して、その知見を現場に還元すること
とした。 
その後、旧制度の解明を解き明かす可能性

の有無を探るために、「カンボジアの過去と
現在の教科教育の普及制度に関する文献調
査」を行った結果、歴史的な発展過程が現在

の普及制度を下支えし、カンボジア独自の体
育科教育が展開されている事実を確認した。 
以上の検討から、その後の調査では、当初

計画していた現状分析ではなく、カンボジア
の教科教育および教科体育の歴史的展開に
関する文献・インタビュー調査を行うことと
した。また、カンボジアの教育史および体
育・スポーツの人類学的考察を深める中で、
各年代に生じた史実や状況変化に伴って、教
育および体育・スポーツの実施体制および普
及方略が大きく異なっている事実が判明し
た。そこで、カンボジアの教育および体育・
スポーツ普及の独自性、行財政制度、人財育
成制度等の変遷を年代別に特徴化すること
で、カンボジア独自の普及方略の在り方を検
証することとした。 

具体的には、①教育開発導入期 (1863～
1953 年)、②教育開発展開・衰退期(1953～
1975年)、③教育開発崩壊・復興期(1975～199 
3 年)の 3 段階に分割して調査を進めた。 
 
① 小学校体育普及メカニズムの独自性検証 
教育開発導入期の調査では、仏国統治中期

にヴィシー政権時代の体操教育の発展に寄
与したフランス人医師: Dr. James-Edward 
Ruffier (1875-1965)によって、現在のクメー
ル体操が導入されていた史実をカンボジア
の 理 事 官 府 発 行 の 教 育 雑 誌 : Bulletin 
Elementaire Franco- Khmer（BEFK 1-1 
1925～BEFK 1-10 1926）の分析から解き明
かした。 
次に、仏国統治後期に教科体育や課外スポ

ーツが導入され、教育環境の大きなことなり
から、よりカンボジアに適合する体育か教育
開発が進んでいたことを理事官府報告書
（1923年 4半期報、1924年 3四半期報、1925
年 2 四半期報）の分析から明らかにした。 
以上のように 1 年目の研究からは、旧宗主

国であったフランスの介入によって、体操教
育を含む近代教育および教育の普及施策が
形成され、現行の学校体育制度に引き継がれ
た経緯を明らかにした。 
 
②教科体育と他教科の行財政制度の差異検
証 
行財政制度の基盤が構築された「教育開発

展開・衰退期（1953～1975 年）」の検討を行
った。 
まず、カンボジアのスポーツ黄金期と語ら

れるシハヌーク政権下で、教育および体育・
スポーツの実施体制および普及方略が構築
され、現代にも大きな影響している史実を当
時のフランス本土の教育制度と現存するカ
ンボジアの教育制度を比較することで明ら
かにした。この時代のフランス本土の教育制
度の多くが変容してカンボジアの教育制度
に継承されていることが分った。 
次に、多くの論者によって定義付けられる

シハヌーク時代が、実際には、民主化を目指
すサンクム前期（1953～1963 年）と共産主



義に移行したサンクム後期（1963～1975 年）
に分かれていたことを明示した上で、国際複
数個所で収集した生存者との対話とカンボ
ジア王立公文書図書館および王立図書館所
蔵の文献調査を元に、その特徴を分析した。 

その結果、サンクム前期には、1959 年の
体育・スポーツ省の設置に伴う王立体育スポ
ーツ大学や三角ゲームズ（国体）の開催など、
現存のスポーツ開発の基礎が築かれており、
サンクム後期には、国際社会のイデオロギー
闘争に巻き込まれる中で共産主義諸国から
の支援に傾き、エリートスポーツの強化に専
念し始めたことが明らかになった。その成果
は、皮肉ながらロンノル政権下の教育衰退期
に開花することになる。 
なお、現存する多くの教科体育の制度がこ

の時代に形成されたことを明らかにしたが、
東南アジアの新興国な独自的なイデオロギ
ーに基づいて国家開発が進められた結果、フ
ランスの制度にカンボジアの独自性が加わ
り、現行の制度が形成されていた。 
 以上のように 2 年目の研究では、カンボジ
アのスポーツ黄金期と称される時代に行財
政制度が構築され、独自の教員養成制度を構
築したものの、行財政制度の独自的展開が足
枷となり、他教科と分断されたことを明らか
にした。 
 
③内戦後の教科別普及施策の相違性検証 
カンボジア王国が教育制度を再構築する

教育崩壊・復興期（1975～1993 年）の教科
体育と他教科の変遷について調査し、内戦後
に形成された教育普及政策と新体育普及施
策を比較することで、新体育普及施策の有効
性と持続性を検討した。 
その結果、地域性はあるものの、概略的に

は前時代に形成された教育発展基盤および
人材育成制度が改変されながら、現在に継承
され、現行の制度にも反映されていることが
解った。 
 大きな体制変動が続いた教育開発の崩
壊・復興期にあって、特にポル・ポト政権期
（教育開発崩壊期）には、社会的混乱の最中、
教育課程を含む多くの文献資料と制度設計
及び授業提供を担った多くの全時代の教育
開発を担った人材が失われた。体育･スポー
ツ分野の人材については、娯楽によって社会
を腐敗させた権化として、抹殺の対象とされ、
多くの人材を失う結果に至った。 
また、1979 年に首都プノンペンを占拠し、

ポル・ポト政権を排除してカンボジア人民共
和国を樹立したヘン・サムリン政権期には、
親ベトナム政権として社会主義体制を目指
した結果、国際社会からの支持を受けること
ができず、内戦による内需の疲弊から思うよ
うな国家開発を挙げるまでに至らなかった。
現在まで続く、現職教員育成問題は、その応
急処置的な短期プログラムによる教員認定
が要因の一つである可能性が語られていた。 
なお、教科体育は、前時代の体育科教育制

度を踏襲しつつ、将来の体育・スポーツ開発
を担う人材育成を求めて、社会主義諸国での
スポーツ科学者育成に傾倒していた。 
 
表 2: 教育復興期の在外スポーツ人材派遣 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典: インタビューデータを元に筆者作成） 
 
これは、サンクム後期のスポーツ選手強化

策がロンノル政権時代に開花し、国際スポー
ツ大会で多くの育成選手が活躍した経験か
ら転じた施策だと推察されるが、その傾倒策
は、体育科教育人材の空洞化をもたらすこと
になった。現在も中等体育教員養成校で提供
されているスポーツ指導を中心として提供
される授業は、この遺産である。 
 
④普及施策の外部関与と内発性の考察 
本研究の序盤では、「実務者にとって曖昧

模糊な旧制度に依存した運営」と「その曖昧
さによる普及施策が足枷となっていること」
が表面化した。その為、ここでは、これまで
に得た研究成果を踏まえて体育科教育に係
る旧体制について考察した。 

その結果、カンボジア王国の体育開発は、
時代背景に応じて独自的な発展を遂げ、その
制度は、フランス、社会主義国、カンボジア
の 3 つの側面を持っていることが分った。 
また、研究成果から現代のカンボジア王国

における体育開発の方向性を考察すると、(1) 
体育開発の独自性を周知しつつ、(2) 外的知
見を元に内発的に教科体育の発展を担う人
材を育成し、(3) 他の教育開発と足並みを揃
えた開発の必要性があると結論付けられた。 
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